
平成２８．１２ 現在

①対応済の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

28 9

・震災への対応として、
復旧・復興に従事する任
期付き職員や民間経験
者、専門職員の配置など
今回、組織体制の見直し
をする考えはないか。

・今後の復旧・復興を進め
ていくには、即戦力になる
人材や専門性をもった職員
が必要になります。多くの
経験をされている方々やＯ
Ｂ職員の活用も考えていく
必要があります。専門職を
他の自治体から派遣してい
ただくことやさらに専門部
署を設けることについても
検討します。

対
応
済

・災害復旧・復興のた
めの業務として役場Ｏ
Ｂ職員を臨時職員とし
て雇用しています。
・専門職を他自治体か
ら派遣していただくこ
とについては、県に要
望を行ないました。

総務課

28 9

・岩戸の里にある市民農
園の実態と今後の方向性
について

・近年の自然災害による影
響もあり、現在の利用は４
割程度となっており、ま
た、農園用地の契約期間が
平成３１年で満了となり、
今後は、岩戸の里の状況、
農園尾利用率、利便性、維
持管理に要する経費を考慮
し、期間満了の平成３１年
６月をもって閉園の方向で
検討してまいります。

対
応
済

・平成３１年６月まで
に閉園することで準備
していきます。

農政課

②新たに対応中、対応方針を決定した案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

議会一般質問への対応状況

対応方針・進捗状況

対応方針・進捗状況

なし



③対応中、対応方針を決定している案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

27 9

２学期制の今後について

①２学期制の導入（Ｈ１
７）から１０年が経過し
た。２学期制導入により
目指した成果は得られた
のか。検証の結果はどう
か。

・前期、後期制の制度に対
する町としての正式な検
証・評価については未実施
の状況です。今後、前期・
後期制導入後の成果と課題
を明らかにし、検証を進め
たいと考えている。

対
応
中

・昨年９月、町内小中
学校保護者を対象に
「家庭教育に関するア
ンケート」(回答率７
８％)を行った。設問の
ひとつに「前期・後期
制の運用について」お
聞きし、約８６％は特
に気付いたことは無
い、約１０％が３学期
制が良いという回答
だった。
・今後は既存の検討の
場を活用するなど、学
校現場等の教育関係者
や保護者などで更に意
見を聴きながら全体的
な検証の検討が行える
よう準備を進めてい
る。

学校教育課

28 9

・震災について、各種の
専門家、町民を含めたシ
ンポジウムや情報の共有
が重要である。このよう
なシンポジウムを企画す
る考えはあるか。

・震災での教訓を今後に活
かさなければならない。情
報の共有を図るためにも専
門家や住民を含めたシンポ
ジウムは有意義であり、今
後の復興計画策定のなかで
検討していきたい。

対
応
中

・年内には復旧復興計
画の素案をつくり、そ
の後住民にも公表して
意見を聴取することに
している。１０月に開
催した復興住民セッ
ションでは、避難所運
営などの課題が多く取
り上げられ、「地域コ
ミュニティ」の重要性
が再認識された。そこ
で、今後の地域に於け
る災害時の対応や地域
コミュニティなどを
テーマに、復旧復興計
画の素案の住民説明や
意見交換などと合わせ
て検討中である。

総合政策課

28 9

・復旧・復興に向けて国
や県の支援策はもとより
町もスピードある支援と
して農林業や商工業の方
の安心と今後の復興に向
けての力添えとして、町
独自の支援策など、具体
的な事業に取り組む考え
はないか。

・国・県の補助以外のもの
について、町独自でやると
いうことがでてくるかと思
われますが、県下の被災市
町村（１８市町村）で足並
みをそろえていこうという
ことで、町村会で申し合わ
せを行ないながら県にどの
ような対応をしていただく
かを検討しています。

対
応
中

・１２月補正予算案
に、被災した地域集会
所の改修費（９割）補
助、消防団詰所の整備
補助、住宅耐震診断補
助などの町独自の補助
制度経費を計上。財源
として復興基金の活用
を予定。復興基金につ
いては、今月県が第１
次取崩し分（２６億
円）の配分案を示した
ので、地域集会所の修
復、神社仏閣石碑等の
文化財修復、保育料減
免支援などについて県
に要望しているとこ
ろ。また、一部損壊世
帯への義援金配分につ
いても支給基準等につ
いて県と被災市町村間
で調整中。この他、独
自の支援については検

総合政策課

対応方針・進捗状況



28 9

・庁舎建設については、
国の補助金もなく、多額
の費用を要する。庁舎建
設のための募金、寄附を
広く募ってはどうか。
・広域的・中核的な避難
所機能を備えた施設整備
をする考えはあるか。

・議員からご提案された庁
舎建設のための寄附制度に
ついては検討したい。

対
応
中

・新庁舎建設の財源に
ついては、国の支援策
である一般単独災害復
旧事業債が活用できる
ことになったので、こ
れが最良の財源対策で
あると考え、１２月補
正予算案に計上してい
る新庁舎建設関連予算
に財源として反映させ
ている。寄附制度につ
いては基本構想等の策
定と合わせて引き続き
検討したい。
・中核的な避難所の整
備については、震災後
の避難所設置に関する
検証結果をはじめ、住
民座談会や住民セッ
ション、住民アンケー
ト調査の結果を踏まえ
て、現在策定中の復旧
復興計画の中で基本的
な整備内容を明らかに
していきたい。特に、
南部地区については広
域的な避難所の設置に
ついての必要性を認識

総合政策課

28 9

・復興計画の策定にあ
たっては、住民の意見を
聞いたうえで、その意見
を参考にし、また、専門
家や経験者からの意見な
どを参考にしていただき
たい。

・復興計画策定に向けて、
防災の専門家や外部の有識
者等を交えた懇談会の開催
など、計画づくりを進める
過程の中で検討していきま
す。

対
応
中

・年内には復旧復興計
画の素案をつくり、そ
の後住民にも公表して
意見を聴取することに
している。１０月に開
催した復興住民セッ
ションでは、避難所運
営などの課題が多く取
り上げられ、「地域コ
ミュニティ」の重要性
が再認識された。そこ
で、今後の地域に於け
る災害時の対応や地域
コミュニティなどを
テーマに、復旧復興計
画の素案の住民説明や
意見交換などと合わせ
て検討中である。

総合政策課

28 9

・防災士連絡協議会は、
今回、個々それぞれで素
晴らしい活動・活躍をさ
れたが、組織としての動
きがなかなかできていな
かった現状を踏まえ、町
ともより深く、協力・連
携しながら進めていけれ
ばならない。今後の町と
しての考えは。

・防災指導員が地域におい
て指導的な立場で活躍して
いただけるような体制づく
りが大切です。組織の育成
のための費用についても今
後検討していきたい。

対
応
中

・今回の震災を踏ま
え、町の防災計画、初
動時対応マニュアルな
どを見直すなかで、防
災指導員などの体制づ
くりの強化に努めてい
くこととしています。

総務課



28 9

・一部損壊世帯に対し、
すでに独自策をおこなっ
ている自治体もあり、大
津町においても、比較的
被害の大きな一部損壊世
帯への生活再建資金とし
ての一部補助の検討をや
らないか。

・一部損壊についての支援
は、他自治体と足並みをそ
ろえながらやっていくとい
うことで町村会へ申し入れ
をしています。一部損壊へ
の対応については、何らか
の措置を検討します。

対
応
中

・１２月議会の一般質
問に出ている。（吉永
議員、荒木議員、手嶋
議員）
一部損壊世帯への支

援は行う。具体的な支
援策は今後考えてい
く。

福祉課

28 9

・今回の熊本地震により
町の人口を減少させては
ならない。一時的ではあ
るが、
６月末時点の町の人口は
前月比減少している。調
査、分析、対応が必要で
ある。

・今回の震災に伴ない、災
害復旧住宅の整備を県にお
願いしている。また、保育
園や介護施設の職員が不足
しており、町外からの雇用
促進のために低家賃住宅の
整備ができればと考えてい
ます。

対
応
中

・災害公営住宅につい
ては県に整備を依頼中
であるが、まだ結論は
出ていない状況です。

都市計画課

28 9

・一部損壊における被災
者に対する支援は。

・一部損壊世帯につきまし
ては、国に対して実情を訴
えながら支援を要望してい
く必要があると考えていま
す。復興基金の活用も含
め、近隣市町村と相談しな
がら一部損壊世帯への支援
について検討します。

対
応
中

・１２月議会の一般質
問に出ている。（吉永
議員、荒木議員、手嶋
議員）
一部損壊世帯への支

援は行う。具体的な支
援策は今後考えてい
く。

福祉課

28 9

・今回の震災における避
難所において、トイレが
不足し深刻であった。今
後の対応は。

・主な避難所に仮設トイレ
を設置し対応しましたが、
全く不足している状況でし
た。
　今後の対応については、
復興計画のなかで検討しま
す。

対
応
中

・本年度中に復興計画
を策定することとして
おります。そのなか
で、具体的な内容を詰
めていくこととなりま
す。公共トイレにつき
ましても具体的事業内
容のなかで盛り込むこ
とを考えています。

総務課

④検討の結果、対応しないこととした案件

なし


